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地域デジタル化支援促進事業

基本情報

組織情報 府省庁 内閣府

事業所管課室 内閣府 | 政策統括官（経済財政分析担当） | 地方創生推進室

作成責任者 西内康

その他担当組織 --

基本情報 予算事業ID 007627 事業開始年度 2024 事業終了（予定）年度 終了予定なし

事業年度 2026 事業区分 前年度事業

政策・施策 政策所管 政策 施策 政策体系・評価書URL

内閣府 ６地方創生 ６地方創生に関する施策の推進
https://www8.cao.go.jp/hyou
ka/r2hyouka/r2jigo/r2jigo-
3.pdf

関連事業 -- 主要経費 その他の事項経費

概要・目的
事業の目的

全国で強力に地域企業のデジタル化を推進するため、地域企業との強固な関係性を持つ地域金融機関等をデジタル化支援を行う伴走者として育成・強化す
る。この取組みを通じ、地域金融機関等による地域企業のデジタル化支援能力を強化することで、地域企業のデジタル活用による成長・生産性向上、ひい
ては地域経済の活性化を実現する。

現状・課題
労働人口の減少等により、企業におけるデジタル技術の活用による生産性向上等の重要性が日増しに高まっている。他方で、地域企業においては、デジタ
ル化について一定の関心が見られるものの、どのように取り組んで良いかわからない企業が多く、また地域企業に対してデジタル化の支援を行うプレーヤ
ーも不足している状況である。そのため、地域企業のデジタル化支援を担う伴走者を育成・強化する必要がある。

事業の概要
日常的に地域企業と関わり、その経営課題やデジタル化ニーズ等を把握している地域金融機関等が行う地域企業へのデジタル化支援事業に対して支援を行
う。

事業概要URL https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiiki_digital/index.html

根拠法令 法令名 法令番号 条 項 号・号の細分

-- -- -- -- --

関係する計画・
通知等

計画・通知名 計画・通知等URL

地方創生に関する総合戦略 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/chiikimirai/pdf/20251223_honbun.pdf

実施方法 補助



補助率等 補助対象 補助率 補助上限等 補助率URL

デジタル化支援コンサルティング 人件費の50％
1件当たり上限100万円
実施主体ごとの交付上限額40百万円

--

備考 --



予算・執行

予算額執行額表
（単位：千円）

2023 2024 2025 2026 2027

要求額 -- 51,000 650 650 --

当初予算 0 647 650 650 --

補正予算 797,000 950,000 1,000,000 -- --

前年度から繰越し -- 796,860 950,000 1,000,000 --

予備費等 -- -- -- -- --

計 797,000 1,747,507 1,950,650 1,000,650 --

執行額 0 541,660 726,765 -- --

執行率 0% 31% 37.3% -- --

予算内訳表
（単位：千円）

会計区分 会計 勘定 要望額 備考

一般会計 一般会計 -- -- --

予算種別/歳出予算項目 備考 予算額 翌年度要求額

当初予算
一般会計 / 内閣府 / 内閣本府 / 地方創生支援費 / 庁費

-- 402 --

当初予算
一般会計 / 内閣府 / 内閣本府 / 地方創生支援費 / 諸謝金

-- 248 --

前年度から繰越し
--

-- 1,000,000 --

主な増減理由 -- その他特記事項 --



効果発現経路
活動・成果目標等のつながり

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

1: アクティビティ

執行管理団体を通じ、地域金融
機関等を間接補助事業者として
選定するとともに、間接補助事
業者に対して、地域企業のデジ
タル化支援時に、成果に連動…

301: 短期アウトカム

間接補助事業者が行う地域企業
に対するデジタル化コンサルテ
ィング件数

201: アウトプット

デジタル化支援を行う間接補助
事業者の選定

501: 長期アウトカム

地域ブロック毎に１先以上、成
約件数が70件以上のコンソーシ
アムを育成

302: 短期アウトカム

間接補助事業者のデジタル化支
援を受けて経営課題が解決した
と回答した地域企業の数

502: 長期アウトカム

地域企業の成長・生産性向上、
地域経済の活性化の実現



アクティビティからの発現経路 1-201-301-501

アクティビティ 執行管理団体を通じ、地域金融機関等を間接補助事業者として選定するとともに、間接補助事業者に対して、地域企業のデジタル化支援時に、成果に連動してインセンティブ（間接
補助金）を付与する。

アウトプット 活動目標 デジタル化支援を行う間接補助事業者の選定 活動指標 デジタル化支援を行う間接補助事業者の選定数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

当初見込み／目標値(コンソーシ
アム) 0 30 65 70

活動実績／成果実績(コンソーシ
アム) 0 67 69 --

後続アウトカム
へのつながり

デジタル化支援を行う事業者に適切に本事業の周知を行い、参画する事業者を選定することで、実際に事業者が実施するデジタル化コンサルティングの成約件数増加へつなげるも
の。

短期アウトカム 成果目標
間接補助事業者が行う地域企業に対するデジタル化コンサルテ
ィング件数

成果指標 件数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

間接補助事業者となりうる金融機関から聴取した年間成約件数
等を考慮し設定

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 目標年度
2024年度

目標年度
2025年度 2026年度

当初見込み／目標値(件) 700 1,000 2,000

活動実績／成果実績(件) 1,261 1,660 --

達成率(%) 180.1 166 --

後続アウトカム
へのつながり

デジタル化支援を行う事業者に適切に本事業の周知を行い、参画する事業者を選定することで、実際に事業者が実施するデジタル化コンサルティングの成約件数増加へつなげるも
の。



長期アウトカム 成果目標
地域ブロック毎に１先以上、成約件数が70件以上のコンソーシ
アムを育成

成果指標 地域ブロック数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

実績資料

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 目標年度
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 最終目標年度

2030年度

当初見込み／目標値
(地域) 2 3 4 5 6 8

活動実績／成果実績
(地域) 5 -- -- -- -- --

達成率(%) 250 -- -- -- -- --



アクティビティからの発現経路 1-201-301-502

アクティビティ 執行管理団体を通じ、地域金融機関等を間接補助事業者として選定するとともに、間接補助事業者に対して、地域企業のデジタル化支援時に、成果に連動してインセンティブ（間接
補助金）を付与する。

アウトプット 活動目標 デジタル化支援を行う間接補助事業者の選定 活動指標 デジタル化支援を行う間接補助事業者の選定数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

当初見込み／目標値(コンソーシ
アム) 0 30 65 70

活動実績／成果実績(コンソーシ
アム) 0 67 69 --

後続アウトカム
へのつながり

デジタル化支援を行う事業者に適切に本事業の周知を行い、参画する事業者を選定することで、実際に事業者が実施するデジタル化コンサルティングの成約件数増加へつなげるも
の。

短期アウトカム 成果目標
間接補助事業者が行う地域企業に対するデジタル化コンサルテ
ィング件数

成果指標 件数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

間接補助事業者となりうる金融機関から聴取した年間成約件数
等を考慮し設定

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 目標年度
2024年度

目標年度
2025年度 2026年度

当初見込み／目標値(件) 700 1,000 2,000

活動実績／成果実績(件) 1,261 1,660 --

達成率(%) 180.1 166 --

後続アウトカム
へのつながり

参画する間接補助事業者が経営課題を抱える地域企業に対して適切なデジタル化支援を実施することで、地域企業の成長・生産性向上を促し、地域経済の活性化を目指す。



長期アウトカム 成果目標 地域企業の成長・生産性向上、地域経済の活性化の実現 成果指標 地域企業の成長・生産性向上、地域経済の活性化

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

本事業は日常的に地域企業と強固な関係性を持ち、地域企業の
事業課題や業務の実態を把握している地域金融機関等が行うデ
ジタル化促進のための伴走支援事業に対して支援を行うもので
あり、最終的には、地域企業のデジタル化を通じて、地域企業
の成長・生産性向上、地域経済の活性化の実現を目指すため。

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--



アクティビティからの発現経路 1-201-302-502

アクティビティ 執行管理団体を通じ、地域金融機関等を間接補助事業者として選定するとともに、間接補助事業者に対して、地域企業のデジタル化支援時に、成果に連動してインセンティブ（間接
補助金）を付与する。

アウトプット 活動目標 デジタル化支援を行う間接補助事業者の選定 活動指標 デジタル化支援を行う間接補助事業者の選定数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

当初見込み／目標値(コンソーシ
アム) 0 30 65 70

活動実績／成果実績(コンソーシ
アム) 0 67 69 --

後続アウトカム
へのつながり

参画する間接補助事業者が経営課題を抱える地域企業に対して適切なデジタル化支援を実施することで、地域企業の成長・生産性向上を促し、地域経済の活性化を目指す。

短期アウトカム 成果目標
間接補助事業者のデジタル化支援を受けて経営課題が解決した
と回答した地域企業の数

成果指標 数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

実績資料

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 目標年度
2026年度

当初見込み／目標値(先) 1,600

活動実績／成果実績(先) --

達成率(%) --

後続アウトカム
へのつながり

参画する間接補助事業者が経営課題を抱える地域企業に対して適切なデジタル化支援を実施することで、地域企業の成長・生産性向上を促し、地域経済の活性化を目指す。



長期アウトカム 成果目標 地域企業の成長・生産性向上、地域経済の活性化の実現 成果指標 地域企業の成長・生産性向上、地域経済の活性化

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

本事業は日常的に地域企業と強固な関係性を持ち、地域企業の
事業課題や業務の実態を把握している地域金融機関等が行うデ
ジタル化促進のための伴走支援事業に対して支援を行うもので
あり、最終的には、地域企業のデジタル化を通じて、地域企業
の成長・生産性向上、地域経済の活性化の実現を目指すため。

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

事業に関連する
KPIが定められて
いる閣議決定等

名前 --

URL --

該当箇所 --



点検・評価

事業所管部局に
よる点検・改善

点検結果

アウトプット、短期アウトカム、長期アウトカムいずれも目標を上回って進捗している。

①効果検証を強化し、成果に基づく制度運用へ転換すべき
地域デジタル化支援促進事業の目的は「全国で地域企業のデジタル化を推進し、地域経済の活性化を図るため、地域金融機関等をデジタル化支援を行う伴
走者として育成・強化する」ことである。本事業の最終的な成果は、全国に補助金なしで地域企業のデジタルニーズを掘り起こし、適切にデジタルコンサ
ルティングを行う事業者が生まれることで確認されるが、その途中検証については、本事業に補助されたデジタル支援の成約件数と、自走できるようにな
った金融機関等の数、という具体的な数字が適切と考えられ、KPIもそうした数字を掲げている。現時点では全国で年間約17百件の補助対象となるデジタル
支援が実施されているほか、自走化に向けた目途が立ちつつある金融機関が複数育ってきている状況にある。

②政策目的と手段を精査し、公平で目的に即した政策設計・運用を徹底すべき
地域デジタル化支援促進事業は「全国で地域企業のデジタル化を推進し、地域経済の活性化を図るため、地域金融機関等をデジタル化支援を行う伴走者と
して育成・強化する」ことが政策目的である。その目的は地方創生の観点から引き続き重要であるほか、中小企業のデジタル化においては、各企業の事業
課題や業務の実態に沿った対応を行うことが重要であり、日常的に地域企業と強固な関係性を持ち、地域企業の事業課題等を把握している地域金融機関等
による支援が期待されているところ、実際の成果が出ている。公平性に関しても、地域金融機関を60先以上選定しており、地域の偏りも小さいことから、
全国あまねく政策が行き届く形となっている。

③事業構造や執行面の改善により、透明性・効率性を高め、不正・中抜きを防止すべき
事業構造は、「補助事業者」を1先選定し、間接補助事業者（金融機関等）への伴走支援と補助金の適切な給付を任せている。この補助事業者の選定につい
ては、公募を行い、複数の事業者から提案を募ったうえで第3者を含めた選定委員会による厳正な審査を行っている。次に間接補助事業者（金融機関等）の
選定に当たっても、補助事業者に複数の外部有識者との意見交換を義務付け、事業に対する理解や体制整備面で一定の基準をクリアしない限り不合格とす
るなど、不正・中抜きを防止する体制を整備している。このほか、事業期間中にあっては、内閣府は補助事業者からの報告を適宜受けてコミュニケーショ
ンをとっており、毎月のデジタルニーズ聴取件数から実際の成約件数までを確認しているほか、執行面で改善が望ましい部分がある場合、適切に協議を行
い改善している。なお、補助事業者は事業終了と同時に速やかに精算を行い、適切な経費の取りまとめの報告を義務付けており、内閣府側でも複数の目線
でチェックをするなど、適切に事業を運営している。

④補助金依存体質を改め、自治体・事業者の自立や成長につながる仕組みに改めるべき
本事業は当初より間接補助事業者（金融機関等）の自走を目指すことを目標としており、事業進捗を眺めつつ、補助対象として卒業要件を設ける方向で検
討する。

⑤申請・報告等の事務負担を軽減し、現場が本来業務に専念できるようにすべき
本事業における申請・報告の頻度は適切と思われる。現場は本来業務を推進しており、苦情等は聞かれない。

目標年度における効果
測定に関する評価

2025年度の目標に対して、100％以上の達成状況である。



改善の方向性

アウトプットについては、参画する間接補助事業者(金融機関等)の伸びが鈍化していること踏まえて、次年度以降は、未参画金融機関等へのセミナーの開催
等を通じてアプローチを強めていく。
短期アウトカムについては、目標を達成しているものの、継続的な目標達成に向けて、補助事業者との連携を密に図りながら、より多くの間接補助事業者
が地域企業支援を実施できるよう、効果的な伴走支援に取り組んでいく。
長期アウトカムについても目標を達成しているが、最終目標である全国8ブロックでの事業者立ち上げの早期達成に向けて、補助事業者と連携して協議会・
研修会等を開催するとともに、70件を大きく超えて支援が実施できる事業者の育成する等、事業の高度化を図っていく。

外部有識者によ
る点検

点検対象 -- 最終実施年度 --

対象の理由 --

所見 --

公開プロセス結果概要 --

行政事業レビュ
ー推進チームの
所見に至る過程

及び所見

所見 -- 詳細 --

所見を踏まえた
改善点／概算要
求における反映

状況

改善点・反映状況 --

反映額
会計 勘定 反映額 (千円)

-- -- --

詳細 --

公開プロセス・
秋の年次公開検
証（秋のレビュ
ー）における取

りまとめ

--

その他の指摘事
項

--



支出先
資金の流れ

内閣府

726,765 千円

間接経費: 307 千円
1. 諸謝金: 224 千円
2. 庁費: 83 千円

A. PwCコンサルティング
合同会社

726,458 千円

支出先の数: 1

補助事業者

B. 株式会社Aほか

629,280 千円

支出先の数: 66

間接補助事業者



支出先上位者リ
スト

（単位：千円）

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

A PwCコンサルティング合同会社 726,458 1 補助事業者

支出先名 支出額 法人番号

ＰｗＣコンサルティング合同会社 726,458 1010401023102

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

地方創生支援事業費補助金（地域デジタル化支援促進事業）
補助金等交付 726,458 1 -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

B 株式会社Aほか 629,280 66 間接補助事業者

支出先名 支出額 法人番号

株式会社Ａ 38,390 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

間接補助金
補助金等交付 38,390 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社Ｂ 38,370 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

間接補助金
補助金等交付 38,370 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社Ｃ 34,970 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

間接補助金
補助金等交付 34,970 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号



支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

株式会社Ｄ 29,820 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

間接補助金
補助金等交付 29,820 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社Ｅ 27,620 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

間接補助金
補助金等交付 27,620 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社Ｆ 25,870 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

間接補助金
補助金等交付 25,870 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社Ｇ 22,120 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

間接補助金
補助金等交付 22,120 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社Ｈ 20,520 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

間接補助金
補助金等交付 20,520 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号



支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

株式会社Ⅰ 20,310 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

間接補助金
補助金等交付 20,310 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社Ｊ 20,190 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

間接補助金
補助金等交付 20,190 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

その他 351,100 --

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

間接補助金
補助金等交付 351,100 1 -- --

費目・使途
（単位：千円）

 支出先名 契約概要（契約名） 費目 使途 金額

A ＰｗＣコンサルティング合同会社 地方創生支援事業費補助金（地
域デジタル化支援促進事業） 間接補助金 地方創生支援事業費補助金（地域デジタル

化支援促進事業） 629,280

-- -- -- 人件費 事業運営にかかる人件費 88,962

-- -- -- 外注費 web構築等の外注費 6,800

-- -- -- 会議費 セミナー時に使用 4

-- -- -- 諸謝金 公募選定委員会委員への諸謝金 300

-- -- -- 諸経費 電話転送代 84

-- -- -- 旅費 間接補助事業者への伴走支援時に使用 1,028

B 株式会社Ａ 間接補助金 間接補助金 ITコンサルティングの実施 38,390

国庫債務負担行
為等による契約

先リスト
（単位：千円）

契約先名 契約額 法人番号

-- -- --



その他備考

--














































